
平成 2７年度 電子入札コアシステム利用者会議 議事要旨 

 

                      日時：平成 2８年１月２２日(金)13：30～１4：00 

                      場所：ビジョンセンター東京 ５階 Vision Hall 

   １．議事次第 

     （１）開会 

     （２）挨拶 （一般財団法人日本建設情報総合センター審議役 藤森 祥弘） 

     （３）議事 

        １）コアシステム事業の状況について 

        ２）意見募集について 

 

   ２．配布資料 

       資料１ コアシステム事業の状況について 

       資料１-１ 今後のコアシステムの運用等について 

       資料１-２ コアシステムの新料金等について 

       資料２ 意見募集について 

 

       参考資料１：平成 26 年度電子入札コアシステム利用者会議・特別会員会議議事録 

       参考資料２：平成 27 年度電子入札コアシステム利用者会議参加団体（予定） 

       参考資料３：コアシステム料金表、コアシステム V5.1 延長サポート料金表 

       参考資料４：電子入札コアシステムの普及状況 

       参考資料５：電子入札コアシステムの変遷と将来 

              （JACIC 主催「第 17 回 建設情報研究所 研究発表会」資料） 

 

   ３．参加者        

区分 団体数 参加者数 

中央省庁 4 団体 ５名 

独法・機構等 1０団体 11 名 

都道府県 39 団体 55 名 

市町村等 35 団体 44 名 

コアコンソ会員 16 団体 27 名 

業界団体 3 団体 4 名 

合計 10７団体 146 名 

       ※団体数及び参加者数に事務局は含みません。 

  



   ４．会議概要 

     １）コアシステム事業の状況について（資料１、資料１-１、資料１-２） 

コアシステム事業の状況として、コアシステムの普及状況、平成 27 年度の事業活動

について報告を行った。 

事業改善方針の対応状況として、コアシステム V6 のリリース、処理速度の性能向上、

料金体系、情報セキュリティの強化等について説明した。 

また、今後のコアシステムの運用として、コアシステム V5.1 のサポート終了に伴う

有償の延長サポート、V6 リリースに伴う V5 シリーズの提供終了、及び V6 のサポ

ート期間について説明した。 

この他に、コアシステムの新料金として、V6 を初めて利用されるお客様を対象とし

た新料金、少額利用特例料金Ⅱ型、及びインストール媒体の再配布料金の設定につい

て説明を行った。 

共同利用参加市町村等から直接問合せを受けるサービスについては、昨年４月から参

加団体がなかったため、サービスを終了することを報告した。 

 

＜質疑応答等＞ 特になし 

 

     ２）意見募集について（資料２） 

前回の意見募集期間後（平成 2６年 12 月 24 日～平成 2７年 12 月 23 日まで）に

意見募集のホームページに寄せられた意見要望について説明を行った。 

 

＜質疑応答等＞ 特になし 

 

 

     ３）全体質疑応答 

特になし 

 

以 上 



平成27年度電子入札コアシステム利用者会議　参加団体一覧（実績：議事録用）

区分 機関名 区分 機関名

国の機関 文部科学省 市町村等 札幌市

農林水産省 仙台市

国土交通省 横浜市

防衛省 川崎市

独法・機構等 独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構 新潟市

独立行政法人水資源機構 名古屋市

独立行政法人都市再生機構 京都市

国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構 大阪市

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 堺市

学校法人沖縄科学技術大学院大学学園 神戸市

日本銀行 広島市

東日本高速道路株式会社 福岡市

首都高速道路株式会社 熊本市（熊本県共同利用）

阪神高速道路株式会社 岩見沢市

都道府県 青森県 山形市

岩手県 郡山市

宮城県 佐野市

秋田県 川口市

山形県 越谷市

茨城県 船橋市

栃木県 平塚市

群馬県 桑名市

埼玉県 南丹市

千葉県 八尾市

東京都 佐賀市

神奈川県 佐世保市

新潟県 岐阜県市町村共同

富山県 大阪地域市町村共同利用電子入札システム運営協議会

石川県 兵庫県電子自治体推進協議会

山梨県 練馬区社会福祉事業団

長野県 横浜市建築保全公社

岐阜県 横浜港埠頭株式会社

静岡県 滋賀県道路公社

愛知県（あいち電子自治体推進協議会） 滋賀県土地開発公社

三重県 阪神高速技研株式会社

滋賀県 コンソーシアム 東芝ソリューション株式会社(正会員)

京都府 会員等 株式会社日立製作所(正会員)

大阪府 日本電気株式会社(正会員)

兵庫県 富士通株式会社(正会員)

和歌山県 日本ユニシス株式会社(正会員)

鳥取県 テクノ・マインド株式会社(賛助会員)

島根県 株式会社日立システムズ(賛助会員)

広島県 株式会社ＮＴＴデータ(賛助会員)

山口県 株式会社ＨＡＲＰ(賛助会員)

徳島県 株式会社鹿児島頭脳センター(賛助会員)

高知県 株式会社浜名湖国際頭脳センター(賛助会員)

福岡県 日本電子認証株式会社(賛助会員)

佐賀県 東北インフォメーション・システムズ株式会社(賛助会員)

長崎県 ジャパンネット株式会社(賛助会員)

大分県 株式会社エヌ・ティ・ティネオメイト(賛助会員)

宮崎県 株式会社帝国データバンク(賛助会員)

鹿児島県 業界団体 全国測量設計業協会連合会

沖縄県 建設コンサルタンツ協会

日本建設業連合会
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